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2003年　日本再活性化の正念場
――今、企業は何に挑戦すべきか



1 NIPPON STEEL MONTHLY 2003. 1・2

三菱商事（株）社長

佐々木　幹夫氏
三井物産（株）社長

槍田
う つ だ

松瑩氏
新日本製鉄（株）社長

千速　　晃

─ 今、企業
年は欧州各国やロシアなどによる新たな国際社会の枠組

を模索する動きや、エンロン問題に端を発する企業倫理

の問題などが、その余震として起こったと言えます。一

方、アメリカが「テロとの戦い」を楯に自己主張を続け

ていることで、その行動に世界の関心が集まった1年でし

たし、また、WTO（世界貿易機関）に加盟した中国が目

覚しく台頭し、政治・経済的に大きくその存在感を示し

た年でもありました。このように、国際情勢がダイナミ

ックに動く一方で、日本では不良債権処理や景気対策等、

国内問題の処理に追われ、政治・経済両面で、外に向っ

てリーダーシップを発揮する機会を失っています。他方、

日本企業の中でも、積極的な海外進出や、コスト削減等

による不断の経営努力の成果によって、V字回復を遂げ

た企業、さらには好業績を維持する企業も見られます。

昨年は、政官民のベクトルが1つの力とならず、非常に

ストレスが溜まった1年とも言えるのではないでしょうか。

槍田 私の印象は、“日本だけが取り残された”という

ものです。世界的にも経済成長は確かに鈍化しています

が、その中で特に日本経済だけが離れ小島のような状態

に置かれているのではないでしょうか。もう1つはデリ

市場主義の脆さを露呈した
昨年1年

木原 明けましておめでとうございます。

昨年は、2001年9月の同時多発テロに端を発した、政

治・宗教・民族などのさまざまな対立がありました。ま

たイラクの大量破壊兵器の査察や、北朝鮮との国交正常

化交渉など、非常に厳しい国際情勢の中で、日本のみな

らず、アメリカをはじめ世界経済が減速した1年でもあ

りました。さらには、市場主義の限界が顕在化し、コー

ポレートガバナンスの問題が提起された年でもあったと

思います。まず、昨年をどのように受け止めているか、

佐々木社長からお聞かせください。

佐々木 一昨年の同時多発テロやITバブルの崩壊は、

我々の価値観を根本から揺るがす大事件でした。昨年は、

そのような大きなインパクトはなかったものの、世界各

地・各産業では、引き続き、現在の社会体制に影響を及

ぼすさまざまな事件が起こり、その対応に追われた1年だ

ったと言えます。すなわち、2001年の地殻変動により、

アメリカ一局集中の政治・経済的枠組が見直され、2002

新 春 座 談 会

2003年　日本再
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一昨年のアメリカにおける同時多発テロの影
響が広がり、世界の政治・経済に暗い陰を落と
した2002年。アメリカを中心とした市場主義
の脆さが露呈する一方、日本経済は、構造改革
と景気回復といった課題を抱えたまま、依然と
して閉塞感に覆われている。
2003年は、日本経済が真の再活性化を実現

できるか否かの正念場の年である。今年の座談
会では、日本経済の再活性化に向けて、企業が
挑戦すべき課題を中心に話し合っていただいた。

は何に挑戦すべきか
ケートな問題ですが、アメリカのユニラテラリズム（注

釈）が底流で大変強まっていることです。今後、情勢が

どのように推移するのかはわかりませんが、イラクに向

けて、自己防衛策としての先制攻撃で戦争を仕掛けても

いい、といった理論がアメリカの中で通ってしまうと、

歴史的な姿勢転換となるでしょう。

千速 私は2001年を迎えるとき、21世紀の最大の課題は

民族抗争と宗教対立の問題ではないかと思ったのです

が、何とその年の9月11日に大事件が起きました。2002

年は、その影響があまりにも大きく世界中に広がり非常

に混乱した1年であったと思います。

そういう中で、やはり市場主義が持つ脆さがあると感

じています。アダム・スミスが「神の見えざる手」と言

ったように、かつて資本主義の背景には宗教的な倫理観

がありましたが、現在の市場主義ではそれがなくなって

しまったのではないかと思うのです。そこで、さまざま

な脆さが出てきて国際的な混乱の種になってきていま

す。2003年は、それをいかに良い方向に変えていけるの

かが一番の課題だと考えています。

活性化の正念場

（注釈）ユニラテラリズム　unilateralism
「一国主義」、「単独行動主義」、「一方的外交」と翻訳されており、米国の国益を追求するブッシュ政権の外交・安全保障政策を形容する用語として一般に知られるようになった。
マルティラテラリズム（multilateralism）は、多国間で協調する、多国間主義、多角的交渉主義。
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千速 日本経済が成長していく上で、規制撤廃や構造改

革の実行は不可欠です。しかし、構造改革と同時に景気

回復も同時並行で進めなくてはいけません。日本経済は

まだ十分にGDPで2％くらいの潜在成長力を持っています

から、今後も成長していくために、景気振興策を並行し

て打ち出していく必要があります。

槍田 金融庁による銀行資産の洗い直しによって、まだ

半年あるいは9ヵ月ぐらいの間は負の部分の処理が続くと

考えられます。企業の立場としては、デフレから早く脱

却したいところです。マクロで見れば、企業の設備投資

が縮小していくという現象が起こっていること自体おか

しなことですから、思い切って株と土地の値段を上げて

いくというような、明確で単純な目標を掲げて、そのた

めの施策をスピード感をもってどんどん打ち出すような

メリハリがいると思います。

千速 本来、信用を創造すべき銀行が信用のスパイラル

ダウンを起こしています。世界の中でも日本だけがそう

した縮小傾向を見せていることが問題であり、これをス

パイラルアップさせ経済を活性化させる方向に持ってい

かなければなりませんね。

槍田 いまは銀行だけでなく、政治、企業、メディアな

ど日本中のあらゆるセクターが信用を失っているような

気がします。

佐々木 経済再活性化のためのインフラづくりは、政府

が主導するべきものですが、実際に行動を起こすのは企

業であり、個人です。重要なことは、業界・企業・個人

いずれの立場でも、外部環境だけを言い訳にせず、主体

性を持って自ら行動することではないでしょうか。デフ

レ対策についても、多くの識者がさまざまな提言をして

いますが、結局は言ったことを確実に実行に移すことこ

そが、信用を取り戻す近道ではないでしょうか。経済の

構造改革についても、優先順位をつけて着実に実行して

いくことが必要です。例えば、比較的短期間に効果がで

ると思われる税制改革などは、是非スピード感を持って

進めてほしいと思います。

優れた技術を活かし、
新たなビジネスモデルを

木原 昨年の座談会では、日本が活力を取り戻して再生

を図っていくために、日本のコア・コンピタンスである

技術開発力とそれに裏打ちされたモノづくりを強化して

いくといったお話が出ましたが、2003年を迎えたいま、

日本の活力を取り戻す
重要な局面

木原 それでは企業として2003年はどのような事業戦略

を持ち、何に挑戦していくかといった抱負をお話いただ

けますか。

槍田 昨今、ビジネスの世界では、不良債権問題をはじ

めとする金融論ばかりがクローズアップされる状態です

が、2003年は産業論を積極的に語る年であってほしいと

思います。確かに、デフレからの脱却と不良債権のスピ

ーディな処理のどちらが先かといった議論はありますが、

不良債権処理を巡る金融の話は十二分にされ尽くしたの

で、これから先は産業再生や内需拡大という課題により

多くの時間とエネルギーを費やし、局面が変わっていく

ものと期待しています。

佐々木 同感です。小泉内閣が掲げた「構造改革なくし

て成長なし」をキーワードに、負の部分の処理には多く

の時間が費やされていますが、処理した後にどのような

新しい展開があるのかについては十分議論されていませ

ん。政府もようやく産業再生機構の設置、税制改革、中

小企業活性化策など、産業に目を向けた施策を打ち出し、

不良債権の処理問題と国内の需要喚起策をパッケージに

した前向きな議論が出始めています。これを後退させな

いよう、民間としてもさまざまな機会を通じて働きかけ

ていく必要があります。この動きが前進すれば、今年の

後半に向けて回復の兆が見えてくるのではないかと期待

しています。

（共同通信社提供）

新 春 座 談 会
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けないと思います。

槍田 アメリカの研究者が最近よく指摘していますが、

基礎研究までも中国に移転しているという傾向がありま

す。また、アメリカの技術系大学院では、中国やインドか

らの留学生が数多く学んでおり、中国の企業はそうした研

究者を良い待遇で呼び戻し優れた研究環境をどんどんつく

っているため、一部アメリカでも警告を発している人がい

ます。この動きがさらに進めば、日本の基礎的な研究分野

での優位性さえも、すぐに追いつかれるかもしれないとい

う危機感を持っています。

今後、日本の優れた応用化技術、つまりモノをつくった

り、システムを構築できる強みをさらに伸ばしていくと同

時に、基礎研究のインフラを強化していくことが大切です。

佐々木 これは日本でも報道されましたが、昨年シン

ガポールに出張した際、日本の国立大学を退官された

先生が10名近いスタッフ共々、同国のバイオ研究所に

移籍されたことが大きな話題になっていました。槍田

社長のご懸念の通り、技術を生み出す人間の「知恵」

で勝負しようとしている日本にとって、人材・頭脳の

流出は大きな問題です。研究から得られる成果物は、

研究結果のみならず、研究過程における派生技術の発

見や、産学官の間での相乗効果などもあります。研究

者の国外流出は、これらの機会損失を生じることで、

広い意味での技術開発力の低下につながります。これ

は、日本の大学や研究所のシステム・制度を変えれば

改善される問題ではなく、「モノづくり」の価値観そ

のものを、社会全体で再評価・見直しをすることが必

要だと思います。

改めてどのように思われますか。

千速 日本はコアになる優れた技術を数多く持っていま

す。その技術力を切り札にできるような国家の政策が重要

です。さまざまな既存技術はもちろんのこと、ナノテクノ

ロジー、遺伝子工学あるいはロボット工学といった新しい

技術を総合して、新たな技術体系を積極的に作っていく必

要があります。そして、それぞれの地域で特色のある発展

を図っていくという視点を持つべきだと思います。

佐々木 日本が持つ基礎研究から商品化までを含めた技

術力に対しては、諸外国の期待も高いと思います。特に

中国とのコスト競争に直面するASEAN諸国は、生産性

向上につながる技術や製造ノウハウに加えて、さらに付

加価値をつける付随サービスもパッケージで技術移転し

てほしいとの要望が高まっています。

日本も、科学技術創造立国を目指して、今後、ライフ

サイエンス、IT、環境、ナノテク・材料といった重点4

分野の研究開発に、数千億円単位の予算をつける予定で

す。ぜひ産学官の連携の中で、新たな技術の研究開発・

実用化が進むことを願っています。

千速 昨年、小柴昌俊さん、田中耕一さんと2人の日本人

がノーベル賞を受賞するという大変明るい話題がありま

した。スウェーデンに行かれる際の空港の記者会見で、

田中さんが「いつ役に立つかわからない技術を育ててく

れた方がいた。ノーベル賞になるような技術は、そうい

うことから始まるという事実を伝えたい」というような

ことを言われました。日本も毎年のようにノーベル賞が

取れるぐらい、技術開発を大事にする国にならないとい

ノーベル賞のメダルを手にする小柴昌俊さん（左）と田中耕一さん。 （共同通信社提供）
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槍田 当社では、今後の巨大技術と言われるバイオテク

ノロジー、ナノテクノロジーの分野に取り組んでおり、

例えば、バイオの一環として乳ガンの遺伝子を調べてい

ます。この研究では、先ほどお話に出たノーベル賞の田

中耕一さんが発明された蛋白分解機械が使われていま

す。乳ガンになった人のDNAデータを集積し、将来的

に乳ガンになりやすい体質などを科学的に見極めて遺伝

子治療ができるような研究を推進しています。

また、従来、商社は海外から技術を導入したり、逆に

国内から海外に供与するといった、いわゆる“技術落差”

で仕事をしてきた傾向がありました。しかし最近では、

当社も三菱商事さんもベンチャーの育成を含めて、開発

の当事者となって技術を生んで育ててビジネスにしよう

という姿勢で取り組んでいます。

佐々木 おっしゃる通りです。当社の、新技術・新素材

開発部隊のスローガンは「新技術・知的財産権の事業化

による価値創造」です。今や、一つの優れた技術や専門

性だけで事業化に至ることは難しく、さまざまな要素を

組み合わせて初めてそれが可能になります。我々は全社

の総合力として、事業のさまざまなプロセスを提案・構

築するノウハウをベースに、新技術や素材、あるいは知

的財産権の事業化を一つのコア戦略としています。この

1・2年で、いくつかが事業化に結びつくと期待していま

すが、今後もこうした取り組みをさらに強化し、「新し

い産業の創造」に一役買いたいと思っています。

木原 日本の技術開発力をいかに前向きに活かすかとい

う点で、個別の技術を核にしながらも、技術の総合化あ

るいはサービスも付加した総合的なビジネスモデルを創

造していくことが重要です。三菱商事（株）社長

佐々木　幹夫氏

技術を生み出す人間の「知恵」で
勝負しようとしている日本にとっ
て、「モノづくり」の価値観そのも
のを、社会全体で再評価・見直し
することが必要だと思います。

新 春 座 談 会

◆高解像度衛星「イコノス」
三菱商事は、子会社「日本ス
ペースイメージング」を通じ、
最新の撮影技術を用いた高解
像度衛星「イコノス」が撮影
する地表画像データの提供サ
ービスを行っている。イコノ
ス画像データは、1m四方まで
識別できる解像度を持ち、森
林・河川管理、都市計画、環
境保全、地図作成等、さまざ
まな分野で利用されている。

横浜国際総合競技場（2002サッカーワールドカップ決勝戦開催地）

東京・お台場
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アジアにおける
日本の確固たるプレゼンスを
木原 一方、アジア経済は、現在も非常に大きな潜在的

な成長力を持ち続けており、今後、日本の各企業にとっ

ても、ASEAN、中国、韓国といったアジア地域との関

わりがさらに重要になってきます。アジアとどう連携し

ていくべきだとお考えでしょうか。

佐々木 中国の急速な台頭が、ASEAN諸国に大きな影

響を与えています。昨年9月、現地に出張した際、各国

の官民リーダーとの話題の中心は中国への対応でした。

彼らは中国を巨竜に例え、その成長を脅威としてではな

く、むしろ好機としてとらえ直すことで共に発展しよう

としており、そのためには日本との連携による適切な対

応が必要だと感じています。

日本企業の動きには、国内から中国への生産拠点の移

転と、ASEAN諸国にある拠点の中国への移転という二つ

のケースがあり、ASEAN諸国は後者の動きを懸念してい

ます。5億人の市場であるASEAN諸国の成長は、日本の

みならず中国にも米国にとっても重要です。日本は、一

足先に経済発展を遂げたアジアの一員として、アジア全

体を見渡す視点で指導的役割を果たしていくべきです。

槍田 当社では、「グレーター・チャイナ」という捉え方

の中で、中国とASEAN諸国を最重要戦略地域と位置づけ

て社内体制を整備しました。従来商社の場合は日本にあ

る本社がセンターで、ASEAN諸国と日本、中国と日本と

いう仕事の流れが多かったのです。しかし、いま中国と

ASEANという、海外対海外のさまざまなビジネスが出て 三井物産（株）社長

槍田　松瑩氏

◆バイオテクノロジービジネス：ガン関連遺伝子研究
三井物産は、シンガポール国立ガンセンターとともに、2001年3月にAgenica Research社を設立、
2002年6月に島津製作所の資本参画を得て、現在アジア人を対象としたガン関連遺伝子・タンパク
情報の解析を行っている。

商社としてベンチャーの育成など
を積極的に手がけ、開発の当事者
として技術を生み育て、ビジネス
に結びつけたいと思います。
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としては、やはり韓国、中国、台湾といった東アジアと、

新たな協力関係をつくる必要があります。それを

ASEAN諸国、さらに豪州、ニュージーランドまでを入

れた「パンパシフィック（ASEAN＋オセアニア）」の一

つの共同圏にまで広げていくというのが、今後考えてい

く方向ではないかと思っています。

佐々木 同感です。先程も申し上げた通り、アジアの中

に生きる日本としては、パンパシフィック全体の安定が

保てるバランスということを、常に考える必要があると

思います。AFTAなどの制度によるものにとどまらず、

パンパシフィック諸国は、実際の経済活動を通じて相互

依存度を高めていますし、日本はその流れを促進する役

割を担うべく、自分自身も変わっていく必要があると思

います。

槍田 本来は、日本がそうした面でリーダーシップを発

揮すべきですね。そうしなければ比重が中国にどんどん

移ってしまうでしょう。ですから早いタイミングで意図

的に手を打つべきであり、そのためには国策が必要です。

明確な国の方針があれば、企業もその施策にのっとった、

利を追うだけではない幅広い展開が可能になります。

これからの
コーポレートガバナンス

木原 現在、環境対応を含めてコーポレートガバナンス、

コンプライアンスの問題が提起されています。総括とし

て、これらの問題に対するご意見をお聞かせください。

槍田 コーポレートガバナンスは大変大きな問題です。

きており、その変化に迅速に対応しようというものです。

もう一つは、ご承知の通り、中国が従来の「ファクト

リー・チャイナ」から、完全に「マーケット・チャイナ」

となってきています。現在、約3億人の購買力があると言

われる巨大市場としての勢いがあるので、今後さらに中

国のマーケットに対するアプローチを積極的に展開して

いく予定です。

現在中国において当社は新日鉄さんと共に電炉事業

「南通宝鋼新日製鋼有限公司」を行っていますが、ここ

でも市場としての中国を意識した経営が大事になって

きます。

佐々木 中国の発展、特に市場としての成長ぶりには目

を見張るものがあります。私が初めて上海の浦東地域開

発の話を聞いてから約10年たちますが、この発展はここ

数年でいきなり達成されたものではなく、この10年間に

それなりの政策が打たれた結果であるということは、も

う一度思い起こすべきでしょう。ここ数年の浦東地域の

変化を見た人は、一夜にして更地にマンハッタンが出現

したような印象を受けるかも知れませんが、この変貌の

タネは10年前から蒔かれていたということです。中国マ

ーケット開拓のポイントは、10年先の姿をどれくらい現

実的に思い描けるか、そしてそれを共有し、同じ目標に

向って共に歩める良い現地パートナーをいかに見つける

かということではないかと思います。

千速 世界的に見ると、グローバル化とブロック化が同

時並行で進行していると思います。EUは今後さらに東

欧も入れた大きな経済圏をつくろうとしていますし、北

米はNAFTA（北米自由貿易協定）、南米もMERCOSUR

（南米南部共同市場）というように、それぞれ一つのマ

ーケット圏をつくろうという動きになっています。日本

新 春 座 談 会

◆南通宝鋼新日製鋼有限公司（電炉/棒鋼一貫設備による棒鋼の製造・販売）
新日鉄、三井物産、上海宝鋼集団公司、南通市投資管理中心の合弁会社（1994年設立）。

この10年、著しい発展を遂げている中国・上海の浦東地区。中国ビジネスへの展開は
常に10年先を見て取り組む必要がある。 （共同通信社提供）
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完璧と思われたアメリカの資本主義体制が、実はトータ

ルシステムとしては失敗であったことが明らかになりま

した。しかしアメリカが素晴らしいのは、正しいかどう

かは別にして、法改正をスピーディに実施して厳しく対

応しようとしている点です。日本の場合は、日本経団連

が言っているように、アメリカのSEC（証券取引委員会）

的なものが必要になるように思います。現在日本では公

認会計士と税務調査だけでチェックされていますが、そ

れだけでは十分ではないと考えています。

佐々木 従来、企業のステークホルダーと言えば、銀行

をはじめとする金融機関、顧客、従業員、そして株主で

あるとされてきました。しかし、ここ数年で、一般消費

者を含む市場、あるいはNPO・NGO、メディアなどを含

めて、社会そのものがステークホルダーであるという認

識が高まりつつあります。企業が社会的存在であると言

うことは、言うまでもないことですが、今、その原点に

立ち返って、企業の社会的責任について考える必要があ

ると思います。さらに言えば、企業が存在するのがこの

「地球」であることを深く認識し、地球、つまり環境との

共生と言う視点も常に持ち続けなくてはなりません。

このような社会的存在である企業が、その活動と成果

をできるだけ分かりやすく説明し、企業の「透明度」を

高めて行くことが、企業に求められる「アカウンタビリ

ティ（説明責任）」です。そして、この責任を追求して

いくことが、企業のコーポレートガバナンスにつながっ

ていくと思います。

千速 本当に同感です。今まで鉄鋼業である当社はどう

もBtoB、ビジネス対ビジネスになりがちでしたが、こ

れからはBtoC（コンシューマー）、さらにはBtoS（ソ

サエティー）、つまり人類社会にもっと貢献するように

新日本製鉄（株）社長

千速　　晃

当社は長年にわたり熱心に環境技術を
開発し蓄積してきました。今後は「社
会のために」という意識をさらに強く
持たなければならないと思います。

◆エコプロダクツ展2002（12月5日～7日開催）
新日鉄は「コークス炉による廃プラスチック再資源化プ
ロジェクト」等を展示し、子供たちに企業の環境への取
り組みを理解してもらう体験学習企画に参画した。



発会議（地球サミット）に、当時の社長が世界の経済

人50名の1人として提言を行うなど、民間企業として

は、早い時期から地球や環境との共生を追求してきま

した。

「地球環境に配慮しない企業は存続しえない」とい

うことが、当社「環境憲章」の基本理念にうたわれて

いますが、地球環境にどれだけ配慮し、また取り組ん

でいるかということが、今後ますます、企業価値を高

めていく一つの重要な要素になっていくと思います。

その点で、新日鉄さんは、環境負荷を低減するための

豊富な技術力をお持ちですので、それを新たな事業展

開に結び付ければ、大変な力を発揮されるのではない

でしょうか。

千速 これまで、当社は循環型社会の構築に向けた積

極的な技術開発を推進し、製鉄プロセスで発生する副

産物のリサイクルだけでなく、廃プラスチックや廃タ

イヤのように社会や他産業で発生する副産物の資源化

にも取り組み、静脈産業で活かすことができる多彩な

技術・ノウハウを蓄積してきました。今それがビジネ

スとしても育っていくステージになってきたと期待し

ています。また、中国においては、鉄鋼製造に関わる

省エネルギー・環境技術協力を通して、地球温暖化対

策をはじめとするさまざまな支援、サポートを実施し

てきました。

最近では、中国でスチールハウス（ニッテツスーパ

ーフレーム工法）事業を、北新建材（集団）有限公司

とのジョイントベンチャーで行っています。これも発

端は環境問題でした。長年材木を伐採してきたために、

黄河の断流が年々深刻化しているそうです。低層住宅

していかないと、新しい時代の中で社会と共生できない

と思っています。その意味で、環境問題は全人類の問

題であり、特にメーカーの場合は、全力を挙げて取り

組んでいかなければなりません。商社は我々よりずっ

と早くからそういう活動をされていたと思いますし、

当社も環境技術の開発に熱心に取り組んできたつもり

ですが、今後は「社会のために」といった意識をさら

に強く持たなければならないと思います。

当社でも説明責任の一環として環境報告書を発刊し

ていますが、年々、社会に向けたメッセージを豊富に

して開示情報を充実させています。今後さらに、当社

の環境に対する努力を社会に向けてわかりやすく説明

していきたいと思っています。

槍田 企業経営ですから、環境問題に関わる経費につい

て、例えば株主や社員にもよく理解してもらう必要があ

ります。企業として、環境部門にきちっと資源配分をし

ていくことが当然であるという理解が広まってほしいと

思います。偏見かもしれませんが、日本ではそういった

「公」や「社会」といったものに対する意識がまだ少し

足りないような気もします。企業はもちろんのこと、日

本人一人ひとりが個として、もう少し認識していくとこ

ろから進めないと定着しにくいでしょう。

優れた環境技術で
国際貢献・社会貢献を

佐々木 当社は、1973年に社会環境室、90年に地球環

境室を設置し、92年ブラジルで開催された国連環境開

新 春 座 談 会

◆植林プロジェクト：豪州ユーカリ植林の風景
三井物産は、日本製紙とともに豪州で8つの植林プロジェクトを推進している。製紙用原料とし
てユーカリを植林しており、自然林保護および地球温暖化防止にも貢献している。現在の総植
林面積は21,000ha余に達する。

◆温室効果ガス排出量取引事業：米国ナットソース社取引風景
三菱商事は、温室効果ガスの排出削減クレジット取引に参入するため、米国ナットソース社・
東京短資㈱他11社と共にナットソース・ジャパン㈱を設立、将来的な排出権取引市場形成に向
けた取り組みを開始した。
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いただきました。

さらに、当社としても事業展開していく局面になっ

ている環境問題への取り組みについても、総合商社で

ある両社から、今後を考える上で貴重なヒントを頂戴

できたと思います。

日本経済の再活性化に向けて正念場となる2003年が、

明るい建設的な年となることを願って締めくくりとさ

せていただきます。どうもありがとうございました。

では木材が使えず、煉瓦に替わる別の材料となると

「鉄」しかないわけです。スチールハウスは、中国側

でも相当期待していますので、少しでもお役に立てれ

ばと思っています。

槍田 現在、環境技術に対しては、二酸化炭素の排出

量をいかに削減するかというパッシブな受け止め方が

多いと思いますが、ポジティブな攻めの技術開発も大

切ですね。例えば、二酸化炭素を集めて深海で固定化

するような技術も出ておりますし、日本は海に囲まれ

ていますから、こうした技術開発に積極的に資金を投

入して、ぜひ実用化してほしいと思います。

また、当社では将来の製紙原料用として育成すると

共に、自然林保護、地球温暖化防止に貢献する目的で、

オーストラリアでユーカリの植林事業を行っており、

植林規模が毎年約4,500haにもなります。熱帯雨林をは

じめ世界各地で森林の消滅が進む中で、この植林事業

が環境保全に繋がることを期待しています。

木原 本日はさまざまな角度から貴重なお話をいただ

きました。企業の活性化については、日本の産業が持

つ技術開発力こそが事業戦略上の最も重要なポイント

の一つであり、これらに一段と磨きをかけ、成長する

中国、ASEAN諸国、あるいはパンパシフィックにま

で広げたマーケットを捉えながら総合的に伸ばしてい

けるならば、新年のわが国経済を確実にプラスに発展

させていけるという期待が十分に持てるお話でした。

また、コーポレートガバナンスについては、社会的

責任、共生、Bto Sといったキーワードを挙げ、わが

国の企業が早期に体現すべきものについて明確にお話

新日本製鉄（株）副社長

木原　　誠（司会）

◆中国におけるスチールハウスの合弁事業の展開：北京での施工例
新日鉄、トヨタ自動車、三菱商事、北新建材有限公司（北京市の住宅建材メーカー）の合弁事業。

調印式（2002年9月29日）
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水性皮膜系クロメートフリー鋼板「ジンコート21」

冷蔵庫・洗濯機・エアコンなどの家電製品やオーディオ機器、電子機器などでは、

錆の発生を防ぐため、亜鉛めっき鋼板が多く使用されています。従来、表面の亜

鉛の酸化を防止し、また、塗装性や耐指紋性などの機能を付与するために微量の

クロメート処理をして出荷するのが一般的でした。新日鉄は、錆の発生防止や塗

装性、耐指紋性などは維持しつつ、地球環境保全の観点からクロメート処理を使

用しない特殊樹脂皮膜をいち早く開発し、採用が拡大しています。新日鉄の特殊

皮膜は、一般的な溶剤系に比べ地球温暖化につながる炭酸ガス発生量の少ない水

性皮膜系を採用、“とことん地球にやさしい”鋼板です。

◆用途：VTRなどのAV製品、複写機・プリンターなどのOA製品

半田性、耐食性に優れた鉛・クロメートフリー「エコトリオ」

家電等の電子部品用に多く採用されているエコトリオは、優れた耐食性を持ちな

がら、半田（ハンダ）付けしやすく、鉛フリー、クロメートフリーを実現した、

まさに“とことん地球にやさしい”鉄です。これまで、半田性を保つために鉛が

必要でしたが、エコトリオは、錫・亜鉛合金比率を最適化することで極めて良好

な半田性を実現。鉛フリー半田にも、十分対応します。

◆用途：液晶フレーム、カーオーディオ内のシャーシ、チューナーケース

美しく環境にやさしいプレコート鋼板「ビューコート」

洗濯機、冷蔵庫、エアコン室外機の本体には、塗装鋼板（ビューコート）が使用

されています。ビューコートは、新日鉄の専用設備で指定された色に塗装するた

め、従来お客様で加工組み立て後に行っていた塗装工程を省略できます。また、

優れた塗装品質に加えて、塗料のロスが少なく、さらには有機溶剤の処理や排ガ

ス処理・悪臭対策等の環境対策に万全を期しているため、環境負荷の低減に大き

く寄与しています。さらに、下記の「帯電防止型ビューコート」「高吸熱性鋼板」

も含め、クロメートフリー化が可能です。

◆用途：洗濯機、冷蔵庫、エアコンなど

“とことん地球にやさしい鉄”
――ラインナップが充実

環境に配慮した資材の調達＝グリーン調達を推進する企業が増えている。
新日鉄では、こうした動きに先駆けて、それぞれの需要分野のニーズに応えた低環境負荷製品シリーズ

（エコプロダクツ）を積極的に開発し、市場に提供している。今回、薄板商品を中心に、省エネルギー・省
資源・有害物質フリーなど、環境負荷低減に役立つエコプロダクツの一部を紹介する。

家電用

断面構造 

Zn-Sn合金層 

特殊皮膜 
（クロメートフリー） 

Ni-Zn合金層 

鋼板 

循環型社会の構築に向けて（6）



熱を逃がす「高吸熱性鋼板」をビューコートで展開

電気機器の高性能化・高速化・コンパクト化に伴い、機器内部で発生する熱を効

率よく外部に放出することが求められるようになっています。こうしたニーズに

応えるため、電気機器内部の熱を効率良く外部に放出する「高吸熱性鋼板」を開

発しました。電気機器の外装に多く使用されている塗装鋼板「ビューコート」の

裏面に「吸熱性」を付加し、従来の亜鉛めっき鋼板の内部温度を、約10℃低減

（当社試験結果）できるため、電気機器の省エネおよび空冷用モーターの削減に

つながります。亜鉛めっき鋼板の両面に吸熱皮膜を施した利用も可能です。

静電気の発生を防ぐ「帯電防止型ビューコート」新発売

「ビューコート」に特殊な塗膜を採用し、静電気が発生しにくい「帯電防止型ビュ

ーコート」は、シャープ㈱の冷蔵庫側板に採用されました。これまで塗装鋼板等を

運搬する際、静電気でゴミが付着し、拭き取りやゴミ付着防止作業が発生していま

した。「一般型ビューコート」との比較で1／4の帯電圧（当社比較試験結果）を実

現した「帯電防止型ビューコート」はゴミの付着を減少させ、切断加工や製品組立

時の省工程・省力化に大きく寄与します。加工性や成形性、耐薬品性などの基本性

能は「一般型ビューコート」と同等です。今後、OA機器やAV機器なども含め、

塗装鋼板が広く使われている家電関係を中心に拡大が期待されます。

◆用途：家電関係の製品

厳しい環境下で高耐食性を実現「ダイマジンク」

高耐食性めっき鋼板「ダイマジンク」は、めっき付着量を厚くし、めっき金属の

亜鉛中にマグネシウムその他の特殊元素を微量添加することで、従来の後めっき

の2倍以上の耐食性を実現しました。腐食環境の厳しい建築・土木・道路部材等

の用途で、後めっきの代替として使用することができます。その優れた耐食性と

意匠性が高く評価され、沖縄総合福祉センターの屋根にも採用されています。

◆用途：建築用柱・梁・面材、土木工事部材、屋根

リーズナブルコストで他素材より高耐食「スーパーダイマ」

従来の溶融亜鉛めっき鋼板の約15倍さびにくい（＊）「スー

パーダイマ」は、亜鉛、アルミニウム、マグネシウム、

シリコンからなる、高耐食性鋼板です。後めっき・後塗

装が省略できます。また、優れた耐赤錆性により、ステ

ンレスやアルミニウムの代替にも使用いただけます。

軽量天井材や防音壁など、他素材からの置き換えを中心

に、ますます採用が拡大しています。

◆用途：建築用柱・梁・面材、農業畜産用部材、道路防音壁面材、電機製品部材

＊塩水噴霧試験結果

断面構造 

下層塗膜 

化成処理 

化成処理 

帯電防止塗膜 

上層塗膜 

原板 
（GI、EG） 

表面 

裏面 
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建材用

断面構造 

意匠性塗膜層 

下塗り塗装 

化成処理層 
亜鉛めっき鋼板 

化成処理層 

吸熱性皮膜 

●お問い合わせ先：薄板営業部薄板第一グループ　TEL 03-3275-7474

●お問い合わせ先：薄板営業部建材薄板グループ　TEL 03-3275-7848
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新日鉄は、薄板形鋼を使用する低層建築物の建築工法を

「ニッテツスーパーフレーム工法」として開発･提案してい

ます。ツーバイフォー工法の枠材として、木材の替わりに

亜鉛めっきした薄板形鋼を使用するため、経年変化がなく

耐久性に優れています。家全体を外側から断熱材でくるむ

「外張断熱工法」を採用し、気密・断熱性に優れ効率の良い

省エネを実現できます。地震に強く大空間も思いのまま、

夏涼しく冬暖かく環境にやさしい工法として中国でも採用

され、今後ますますの展開が期待されます。

鉛フリー燃料タンク用材料
「エココート - T」「アルシート」「シルバージンク - NT」

燃料タンクに使用される鋼板には、従来、鉛を含むめっき鋼板が使用されていま

したが、自動車の廃車・解体処理時に発生するシュレッダーダストへの鉛の混入

による環境汚染の懸念から、鉛を使わないアルミめっき「アルシート」や、錫－

亜鉛めっきの「エココート-T」、亜鉛＋Ni上層めっきの「シルバージンク-NT」

を開発し、提供しています。スチール燃料タンクは、樹脂タンクに比べて炭化水

素の透過が防げ、リサイクル性に優れるなどの利点があり、採用が進んでいます。

環境負荷物質を含まない自動車ボディー用鋼鈑
「合金化溶融亜鉛めっき鋼板（GA）」「ジンコートMZ」

自動車用ボディー鋼板として、防錆・プレス・溶接性に優れた「合金化溶融亜鉛

めっき鋼鈑（GA）」や電気めっき亜鉛鋼鈑「ジンコートMZ」が主流になってい

ます。また、最近の衝突安全基準の厳格化に対応し、材料・構造を強化し衝突安

全性を向上しながら車両全体の軽量化を実現する、各種の高強度鋼板（ハイテン）

の採用が拡大しています。車の軽量化は燃費の改善につながるため、新日鉄の自

動車鋼板は、ガソリンなどの化石燃料の節約、CO2削減による地球温暖化の防止

に大きく貢献しています。

自動車用

強くて快適、効率の良い省エネを実現「ニッテツスーパーフレーム工法」

断面構造 

錫－亜鉛層 

鋼板 

特殊皮膜 

エココート-T

断面構造 

亜鉛層 

鋼板 

無機皮膜 

ジンコートMZ

●お問い合わせ先：薄板営業部住宅建材グループ　TEL 03-3275-7801

●お問い合わせ先：自動車鋼板営業部　TEL 03-3275-7244
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高強度鋼板（ハイテン） ジンコート21

「文藝春秋」掲載の広告より
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●お問い合わせ先
スペースワールド・インフォメーションセンター �093-672-3600
URL http://www.spaceworld.co.jp/

第13回新日鉄音楽賞受賞者

「JALクラシック・スペシャル」、2002年

の読売日響との共演などが高く評価さ

れた。現在19歳。

◆特別賞：
杉　理一（ニュー・オペラ・プロダ
クション代表）
（賞状・トロフィー／副賞100万円：
音楽文化の発展に大きな貢献を果た
した個人に贈呈）
【授賞理由】「少ない予算でも上質のオペ

第13回新日鉄音楽賞の受賞者が次
の通り決定しました。
◆フレッシュアーティスト賞：
小菅　優（ピアノ）
（賞状・トロフィー／副賞300万円：
将来が期待される優れたアーティス
トに贈呈）
【授賞理由】ドイツ青少年コンクールで3

年連続第1位に輝き、ドイツ各地の音楽

祭などに出演しており、2001年6月の

i-mode http://www.spaceworld.co.jp/ i/
EZweb http://www.spaceworld.co.jp/ez/
J-sky http://www.spaceworld.co.jp/j/

“ギャラクシーシアター”に、実話をもとにした新作品が登場！
スペースワールド通信

ラを」との理念のもとに、私財を投じて、

オペラ公演、若手歌手の育成、字幕監修

などに積極的に取り組み、日本のオペラ

界に大きく貢献した熱意と実績が高く評

価された。

平成14年度版『新日鐵グループ会社案内』発行

が、各社の事業概要、主要製品を

はじめ資本金、売上高、主要株主、

役員名、本社・工場・営業所など

の情報を掲載しています。

㈱日鉄ヒューマンデベロプメン

トでは平成14年度版『新日鐵グル

ープ会社案内』（企画・監修：新日

鉄・関連会社部）を発行しました。

14年度版では連結子会社および持

分法適用関連会社のうち116社と、

それらに準ずる会社65社合計181社

発行元：㈱日鉄ヒューマンデベロ

プメント　　　 TEL 043-350-3971

お申し込み先：〈編集・販売担当〉

㈱日活アド・エイジェンシー

TEL 03-3543-2751

FAX03-3545-2670

頒価：1部3,800円（送料・消費税込み）

1・2月主催共催公演情報
1月 20日　日本音楽のかたち｢本手と替手、日本音楽のポリフォニー｣
2月7･8日　紀尾井シンフォニエッタ東京 第38回定期演奏会
16日　紀尾井アンサンブルVol.8｢紀尾井のばくはつ　管楽器の夕べ｣

19・20日　紀尾井人形邦楽館｢紺屋高尾｣

お問い合わせ・チケットのお申し込み先：紀尾井ホールチケットセンター
�03-3237-0061〈受付10時～19時　日・祝休〉URL http://www.kioi-hall.or.jp

1・2月放送予定　　　毎週日曜日22：30～23：00 ニッポン放送
1月5･12日 新日鉄音楽賞受賞記念コンサート（フルート：高木綾子、指揮：円光寺雅彦）
19･26日 紀尾井シンフォニエッタ東京

（指揮：尾高忠明、ピアノ：レイフ･オヴェ･アンスネス）
2月 2･9日 ウィーン弦楽四重奏団
16･23日 「映画のなかの音楽」Cinema Symphonica（指揮:下野竜也、広島交響楽団）
一部地域により、放送局・放送時間が異なる場合があります。

紀尾井ホール新日鉄コンサート

NIPPON STEEL CLIP & GROUP CLIP

お問い合わせ先
財団法人　新日鐵文化財団　
TEL. 03-5276-4500

君津製鉄所　No.2ダストリサイクル設備が本格稼働

す。今回は、設備を増設し再資源化
率を向上させました。
今回竣工した設備の処理対象は水
分が多く処理が困難なスラッジ（副
生物）で、脱水および成形のための
技術を新たに開発し、世界で初めて
スラッジを直接回転炉床プラントで

君津製鉄所のNo.2ダストリサイク
ル設備が稼動を開始しました。同所
では一昨年5月よりNo.1ダストリサ
イクル設備が稼動しており、製鉄所
内で発生する従来リサイクルが困難
だった亜鉛などの不純物を含む鉄分
含有ダストを高炉で再利用していま

高炉原料としてリサイクルすること
としました。これに伴い、君津製鉄
所では年間約30万トンの余剰ダス
ト・スラッジがほぼ100％再資源化
されることとなりました。

POSCO E＆C社への技術供与で合意

溶融炉技術の導入を検討し、豊富な
実績と高い信頼性を誇る新日鉄の直
接溶融炉を選定しました。これは、
新日鉄とPOSCOの包括提携契約の
エンジニアリング分野における大き
な成果であり、同社は本契約に基づ
き梁山市のガス化溶融炉案件に応募
する予定です。

新日鉄とPOSCOE&C社（POSCO
のエンジニアリング子会社）は、新
日鉄が保有するごみ直接溶融炉（シ
ャフト炉型ガス化溶融炉）の技術供
与について正式合意しました。
POSCO E&C社は韓国内の一般廃
棄物処理施設市場への本格的進出を
図るため、普及が見込まれるガス化

新日鉄の直接溶融炉は、日本国内
においてすでに15件が稼動（受注累
計21件）しており、ガス化溶融炉と
しては世界最多の実績を誇っていま
す。新日鉄は今回のPOSCOE&C社
への技術供与を契機に、今後直接溶
融炉事業の海外展開を本格化する方
針です。

IMAX®シアター(日本一の巨大スクリーン)では、

｢CHINA～パンダアドベンチャー～｣等、普段なかなか

見ることのできない貴重な映像を上映しています。

小菅　優さん 杉　理一さん



●本誌掲載の写真及び図版・記事の無断転載を禁じます。

新日本製鐵株式会社
〒100-8071 東京都千代田区大手町2-6-3 �03-3242-4111
編集発行人　秘書部広報センター所長　松井　裕

JANUARY & FEBRUARY
2003年1月6日発行

企画・編集・デザイン・印刷　株式会社日活アド・エイジェンシー

●皆様からのご意見、ご感想をお待ちしております。 FAX:03-3275-5611

●新日鉄に関する情報は、インターネットでもご覧いただけます。http://www.nsc.co.jp

C O N T E N T S
JANUARY & FEBRUARY 2003 Vol. 125

表紙－－鉄のキャンバス・シリーズ
野田裕示（のだ・ひろじ）
タイトル：『春の風』
制作年：2002年

文藝春秋　1月号掲載

新日鉄ソリューションズ㈱は、10月11日、東証一部に上場しました。
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http://www.nsc.co.jp
◎お問い合わせは新日鉄ソリューションズ㈱　Tel.03-5117-4111 http://www.ns-sol.co.jp

ユーザーの視点に立ったトータルなソリューション力。オラクルなど海外IT企業

との提携や、システム研究開発センターを基盤とする最先端の技術力。さらに

は、日本屈指のシステム運用管理力があります。2001年4月に発足した、新日鉄

ソリューションズ㈱。このたび、さらなる飛躍をめざし、上場しました。私た

ちの原点にあるのは、製鉄業で培ってきた経験と新日鉄の精神。どんなに難しい

要求にも正面から取り組み、素晴らしいITとして結実させることが、変わらない姿勢です。これか

らも｢中立性｣｢信用力｣｢技術力｣を基本に、お客様を成功へと導く、新しい価値を提案していきます。

新春座談会

2003年
日本再活性化の正念場
――今、企業は何に挑戦すべきか

三菱商事㈱社長 佐々木幹夫氏
三井物産㈱社長 槍田　松瑩氏
新日本製鉄㈱社長 千速　晃
新日本製鉄㈱副社長 木原　誠（司会）

循環型社会の構築に向けて（6）

“とことん地球に
やさしい鉄”

――ラインナップが充実

Clipboard
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